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１．はじめに 

 

東京圏の過密を解消するための、産業業務施設の地方分散の受け皿整備という政策がどのように変容し

ていったのか、政策実施論の観点から、富山県高岡市における高岡オフィスパークの整備経緯をケースとし

て検討する。以下、本稿の目的、対象、方法について述べておく。 

 

1.1 本稿の目的 

1992年 5月に制定された地方拠点都市法（地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に

関する法律、8月施行）1)に基づいて、通商産業省（当時、以下、通産省）はオフィス・アルカディア構想

を推進した。オフィスの東京一極集中によってもたらされた都市部及びその周辺の地価高騰、住宅取得の困

難、長時間通勤、交通混雑や大気汚染の深刻さを解決するため、オフィスの分散を図る受け皿を整備するも

のである2)。それまで進められていた生産施設の地方分散施策に加え、いわゆるオフィスワークの場所とな

る産業業務施設を地方定住の核となる地方拠点都市地域へ分散することを目的とした。 

富山県内には二つの地方拠点都市地域が指定され、西部地域の中心都市である高岡市に「高岡オフィス

パーク」という名称で整備されることになった。地域振興整備公団（以下、地域公団）が事業主体となり、

デザイン関連、研究開発、教育・研修、支援機能等の企業立地を目指したが3)、1998年の分譲開始以降に立

地が進まず、2004年までに自治体の関連機関以外の立地は 3社に留まった。 

その後、見込みを超えた 2015年に用地は完売することとなるが、導入対象業種、機能の制約をはずした

結果、特別養護老人ホームや市内の鋳物企業が運営する観光工場等が立地する異業種団地となった。都市

部の過密を解消するための政策であったはずが、市内や近隣の企業が多く立地し、当初の目的から大きく変

容がみられる。 

本稿は政策実施論の観点からこのケースを捉え、実施過程における政策の変容を分析することを目的と

する。根拠法の目的を実現するための国、地方自治体、関係機関の働きと相互作用をマクロ・インプリメン

テーションとして検討し、ミクロな観察に基づく因子を超えた構造的・長期的な要因を明らかにしたい4)。

政策変容の要因について、時間的要因等を分析の枠組みとし、決定から実施、終了に至る長期の観察を基

に、政策実施過程における変容は計画時から予測可能であったことを示す。 

なお標題についてだが、根拠法では産業業務施設を「事務所、営業所その他の業務施設（工場を除く。）」

（第 2 条 3 項）としている。それ以外のものが立地したという状況をどのように表現すべきだろうか。高

岡市の誘致対象を上に挙げたが、各地で策定された計画をみても、具体的な誘致対象として、デザイン業、

ソフトウエア開発業といった業種を挙げたり、研究所や研修所といった特定の部門を挙げたりしており、対
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比する言葉を設定しにくい。産業立地に係わる担当者の間では「異業種交流」「異業種団地」といった言葉

がよく使われる。雑多なものを集めることでイノベーションが起こるという前向きな意味なのだが、ここで

は、雑多なものを集めてしまったという否定的なニュアンスを反映する趣旨で異業種団地という言葉を使う

こととする。 

 

1.2 本稿の対象 

政策実施論の嚆矢は、プレスマンとウィルダフスキーによる Implementation （Pressman and 

Wildavsky1973）の公刊として知られる5)。政策の立案及び決定段階と評価段階とのあいだに「失われた環

（missing link）」（Hargrove1975: 105-119）が存在することを研究上の重要課題として提起し、1970年代

から 80年代にかけて環をつなぐための数多くの知見が提供されてきた。 

政策実施論の関心を突き詰めれば、なぜ政策が失敗したり変容したりするのかということになろう。時間

の経過に伴い政策に変化が生じることが経験的には知られていたが、実施過程研究のなかで指摘されるこ

とは少なかった（真山 1994: 62-63）。その後の研究の蓄積によって、政策決定段階での趣旨や意図がその

通りに実現するとは限らず、いわゆる変容が起こるものだという暗黙知が形式知にされ、変容を生み出す要

因やメカニズムが解明されてきた（真山 2020: 53）。政策実施論を通じて政策の変容は技術的な些事に起因

することが明らかにされてきた（髙橋 2019: 第 2章、西岡 2017: 27）。 

多くの政策に変容はつきものとなり、短期的に失敗とされる政策が長期に渡り当初の目的を変更して継

続されることも散見される。短期的にみれば、政策が当初の目的を達成できない場合や想定外の帰結を生ん

だ場合、失敗となるが、長期にわたる時間の経過のなかで、変容を通じて失敗という評価を避けることが行

われる。政策の変容とは、「実施過程で目的や内容が変わってしまうこと」（真山 2013: 33-38）となるが、

本稿でも、法律の改廃、計画の変更など政策を担保する制度の変更と区別したい。 

変容には変化する現実に柔軟に対応するというメリットがある一方で、一貫性、公平性、安定性、正統性

を損なうというデメリットを伴う。政策は法の支配と民主主義に基づいて実施されるべきなど（Hill2022: 

chp.2）の観点から、実施研究に通底する問題意識にはできるだけ変容を避けたいということがあろう。 

では、政策はなぜ変容するのだろうか。これには、空間的（地理的）要因、時間的要因、裁量による要因

の 3つの整理がある（真山 2013: 35）。本稿は変容の主な要因を時間的なものに求め、根拠法の制定に始ま

り、実施、終了に至る長期に渡る政策の帰趨を対象として検討する。 

ホール（Matthew E. K. Hall） によれば、実施研究の多くが特定の官僚の行動に対する組織的な政策の

短期的効果を検証するミクロ・アプローチを採っており、長期にわたる官僚の成果に対する累積的・総合的

な政策形成の広範な帰結を見落とす可能性がある （Hall2017: 438）。偶発的・一時的な要因へ執着するこ

とで、構造的あるいは長期的な要因の軽視に繋がるという問題も指摘されている（西岡 2017: 26）。 

政策実施論は評価論と連続性があるが、政策評価の対象は短期の事業評価、プログラム評価である。長期

にわたる政策の帰趨を観察対象とする制度的枠組みがないため、この部分は研究上の死角に重なり、本稿で

取り上げることとしたい。 

 

1.3 本稿の方法 

政策実施過程の捉え方には、マクロ・レベル、ミクロ・レベルがあり、そこでの実施活動をマクロ・イン

プリメンテーション、ミクロ・インプリメンテーションとする。これらはどのように論じられているのだろ

うか。 

マクロ・インプリメンテーションは、実施過程を連邦政府と州・地方政府、政策に関係する利益集団や顧
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客集団が展開する相互作用の過程として捉える（真山1994: 37-38）。その過程は流動的で、混とんとした

なかにあり、対立をまぬかれない。にもかかわらず、暗黙の運営ルール、確立された役割、ルーティン化さ

れた手続きに基づき、ほどほどに安定した構造を前提として実施される（以下、Berman1978: 10-11）。連邦

政府と州・地方政府の関係は確固としたヒエラルキーを表すレイヤーケーキのような階層構造をとるのでは

なく、マーブルケーキのような相互に包括しあう協調的な関係、あるいはゆるやかな結合として描かれる。 

政策実施論には、政策実施過程が組織を通じて展開される点に注目して、組織間関係論や組織間ネット

ワーク論として発展する方向がある。根拠法や特定の施策をもとにどのような組織や制度が関連するのか、

どのような権限と手続きが限定されているのか見極め、それらと現実との対比によって実施過程を描く。 

これに対して、ミクロ・インプリメンテーションは、地方や第一線の現場において政策が企図したサービ

スを顧客集団（市民や受益者）に供給する過程となる（真山 1994: 37）。この過程も多数のアクターの相互

作用となるが、組織間関係としてみれば、国に対して地方組織を実施機関として位置づけ、これをどう受け

入れるかに規定される。実施機関における多数のアクターによる一連の決定がミクロ・インプリメンテー

ションとなる。（Berman1978: 22-24） 

バーマン（Berman）らの論考は、マクロ、ミクロの枠組みを立てながら組織間関係とその相互作用に焦点

を当てたものであり、トップダウン・アプローチ、ボトムアップ・アプローチと言い換えても違和感はない。

これに対し、本稿でマクロ・インプリメンテーションという言葉を使う意図は、組織間関係とともに、時間

的要因、社会経済的な環境、法制度の構造に焦点を当てた構造的・長期的要因を明らかにする点にある6)。 

10-20年を越えた期間にわたる政策の変化、変容を検討するための概念枠組みとして、唱道連携フレーム

ワークが知られている7)。政策実施論には先の Implementation を古典とするいわゆるトップダウン・アプ

ローチとリプスキーの Street Level Bureaucracy（Lipsky2010 [1980]）に代表されるボトムアップ・アプ

ローチがあるが、両者を統合するアプローチとなっている（真山 1991: 227）。 

トップダウン・アプローチとボトムアップ・アプローチの良い点を統合し、ミクロ・レベルの政策過程と

それに影響を及ぼし得る社会経済的要因とを統合させた（Sabatier1986: 21-22）。この核となるコンセプ

トが唱道連携であるが、サバティエは同フレームの構築にあたり、トップダウン・アプローチから政策の実

施に影響を与える因子を次のように析出した（Ibid. : 23-25）（図 1-1）。 

問題の扱いやすさとして、問題に対処するための技術理論がありそれが活用可能かどうかなどを挙げつ

つ、実施に影響を与える要因を制度上のものと非制度的なものとに分けた。 

制度上の要因として、明確で一貫性のある目的があるかどうか。それが法律上定められたものであれば、

官僚が評価の基準とする法的な資源にできるとした。政策を実施するための適切な因果仮説があるかどう

か。これに基づいて官僚に適切な管轄権と政策手段が与えられていれば、その正しさを確かめられるなどと

した。 

非制度的要因として、社会経済条件の変化が、政治的支持や因果仮説を実質的に損なうわけではない程

度のものであることや、長い実施プロセス全体を通じて、利益団体、立法および行政権者からの政治的支持

が維持されるかどうかなどを挙げた。 

行動を厳しく制限するという意味での階層的統制は不可能であるとする一方で、上に挙げたようないく

つかの条件が満たされれば、ミクロ・レベルのアクターの行動は長期にわたって許容範囲内に維持できると

した（Ibid. : 25）。反面からみると、ここに挙げられた制度上、非制度上のいくつかの因子の変化によっ

て、政策は変容していくと言える。本稿ではこれらの因子を活用して分析を進めていくことにする。 
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２．事業の経緯 

 

高岡オフィスパークの整備事業は、国が制定した根拠法に基づき実施されたものであり、マクロ・インプ

リメンテーションの枠組みに基づき国と地方自治体の双方の動きをみていく必要がある。ここでは、事業の

経緯を事業開始までと開始後の二つの時期に分けつつ、それぞれの時期に国と地方自治体がどのように動

いていたか整理する。なお、整備主体である地域公団の動向は国に関連するものとした。 

 

2.1 事業開始まで 

オフィス・アルカディアに係わる構想は 1990年前後からあり、新産業都市や工業整備特別地域整備に係

わる工業再配置、テクノポリス構想や産業クラスター計画など地域産業高度化に係わる産業立地政策の系

統に位置づけられる8)。以下では国における政策の意図、これに対応した地方自治体の動向をみておきたい。 

 

2.1.1 国の動向 

通産省は 1990年度から「分散型オフィス」に関する調査を実施し、その問題点と実現の可能性を探って

いた9)。諸機能、なかでもオフィスの東京一極集中によってもたらされた都市部及びその周辺の地価高騰、

住宅取得の困難、長時間通勤、交通混雑や大気汚染の深刻さを示しつつ、生活の質を高めることへの関心の

高まりを指摘し、分散型オフィスの必要性が挙げられた（財団法人日本立地センター1992: 5-6）。一方で

当時の認識としても、勤務者の自宅との位置関係がオフィス立地を制約する大きな要因となることなどが、

プラクティカルな検討項目とされていた（同上: 15-21）。 

こうした懸念はあったものの、地方拠点都市法に業務核都市が規定され、オフィス・アルカディア構想と
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してオフィス立地の受け皿整備が具体化されることとなる。同法のスキームは、関係省庁が様々な施策を持

ち寄ることで都市機能や居住環境の一体的な整備を行うものであり、このなかで通産省が進めたのがオフィ

ス・アルカディアであった10)。それまで進められていた生産機能の地方分散施策に加え、いわゆるオフィス

ワーク、業務機能を地方定住の核となる地方拠点都市地域へ分散することを目的とした。同法に基づいて

2001 年 1 月末までに 85 の地方拠点都市地域が指定され、2003 年 1月までに 17地域でオフィス・アルカ

ディア事業が実施されることとなった（経済産業省地域経済グループ 2003: 46）。 

 

2.1.2 地方自治体の動向 

地方拠点法のスキームでは、都道府県知事に地域指定の権限があり、地方拠点都市地域を構成する市町

村が基本計画を定めて知事の同意を得ることとなっていた。それまでの地域振興政策にみられた、国による

地域指定と計画策定という方式を転換する点で、地方分権の要素を取り入れたものである。 

高岡市では早くから国の業務施設立地円滑化調査事業に手を挙げ、当地での業務施設の整備に期待をもっ

ていた（1992年 4月 2日、高岡市工業労政課資料）。本調査はオフィス・アルカディア整備事業と直接リン

クするものではないが、市町村への業務機能移転の需要見込み、業務機能の立地可能性を示すことで、事業

への採択の可能性を高めるものであった。同調査は 1993年に実施され、県内 300社を含む 1300社に対す

るアンケート調査の実施を通じて、需要見込みはあるという結果が得られたとされる11)。 

1993年 4月、富山県内では富山県西部、富山県新川の二つの地方拠点都市地域が指定された。翌年 3月、

西部地域は基本計画への知事の同意をもって、中心都市である高岡市におけるオフィス・アルカディア整備

に名乗りを上げることとなる。 

市は直接この事業を手掛けず、地域公団に事業の実施を要請した。とはいえ、用地買収を行うのは高岡市

（高岡市土地開発公社）であり、地域公団へ一括譲渡という形式をとるなど、この後も連携関係が続くこと

となる。 

市では高岡オフィスパークについて、「富山県西部地域における産業業務機能の立地促進を図り、地域産

業の高度化・高付加価値化を促進するとともに、次代を担う若者の定住を促進するため魅力ある就労の場を

確保」（高岡市産業振興部2014: 8）しようとするものとし、重点施策と位置づけていた。 

パーク内には、地域公団、県、高岡市及び民間企業の出資による「株式会社富山県産業高度化センター」

（以下、産業高度化センター）を中核施設として開所する計画だった。賃貸オフィス、創業間もない企業の

入居を想定したインキュベータ室、会議室、当時はまだ十分でなかったインターネット環境を備えた研修室

を整備し、隣接する「富山県総合デザインセンター」「高岡デザイン・工芸センター」と連携して、立地企

業の活動支援とともに地域企業の振興を図ることが期待された。銅製品の製造などを地場産業とする地域

産業の高度化を図るために、デザイン関連や研究開発が導入業種として想定された。 

立地地点は 3か所の候補地より、中心市街地から南へ約 12kmの地点が選択された。高岡法科大学の隣接

地にあるものの市の郊外であり、北陸自動車道小杉ICから約12km、砺波 ICから約 10kmと高速道路へのア

クセスも悪かった。中心市街地活性化のために駅周辺への立地を押す声もあったが、将来的な郊外の発展を

選択する形となった。 

地域公団は約12.4haの敷地を取得し、このうち約10.1haを 13区画に分割、売却して事業費用を賄う予

定だった。1995年 6月に着工、ここから 10年を目途に分譲完了を計画していた。工事は1998年に完工し、

分譲を開始する運びとなった。 
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表 2-1 高岡オフィス・アルカディア事業の概要（富山県産業業務施設用地候補地区） 

1.基本方針  地方拠点都市構想の核となる事業として、地域の特性を生かし、デザイン・文化

を軸として新たなビジネスの拠点としての整備を図る。周辺の自然を生かし、優

れた景観を備えた郊外型ビジネスパークとしての整備を図る。 

2.所在地 富山県高岡市戸出石代・戸出西部金谷地区内 

3.土地の利用計画 計 12.39ha（業務用地 10.07ha） 

＊分譲区画数13区画（中核施設用地含む）、区画規模 0.38-1.84ha（平均 0.77ha） 

4.地区の状況 高岡市中心市街地より南に約 12km の庄川左岸に位置し、農村風景のなかでも特

筆される風光を備える「散居村」の砺波平野にある。また、北陸自動車道の小杉

IC砺波 ICに近距離にあり、産業業務施設用地として恵まれた環境にある。 

5.土地利用に関す

る規制状況 

・市街化調整区域 

・農業振興農用地の指定あり 

・農地転用許可申請が必要 

・庄内河川境界より 20km以内の区域は保全区域の指定あり 

・文化財保護法に基づく試掘調査が必要 

6.交通アクセス ・高岡市の中心市街地から南約 12km 

・富山空港から約23km 

・北陸自動車道小杉 ICから約 12km 

・北陸自動車道砺波 ICから約 10km 

・JR北陸本線高岡駅から約10km 

・JR城端線戸出駅から約 2km 

・国道156号から約 3km 

7.想定導入業種 デザイン関連、研究開発、教育・研修、支援機能等。 

出所：地域公団 高岡開発所「高岡オフィスパーク実施計画策定業務（実施計画編）報告書（1996年 3月）、

地域公団地方拠点振興部業務用地計画課 事務連絡資料（1993年12月 3日）より抜粋して作成。 

 

しかし、分譲開始前から高岡市では用地の分譲に懸念が示される状況が生じていた。用地整備が進む一

方、市では土地を取得した企業に対して助成を行う「高岡オフィスパーク企業立地推進条例」を制定しよう

としていた。1997年 6月 25日の定例議会では、同条例の審議に関連して、経済消防常任委員会から議案の

審査結果及び経過について報告があった12)。 

議事録によれば、この時期にはすでに「バブルが崩壊した」という認識があったことがわかる。オフィ

ス・アルカディア事業を先行する 4 地域で企業立地が進んでいない状況が指摘され、富山県で過去に実施

された新産業都市構想やテクノポリス構想を失敗としながら、その教訓をどのように生かすのか、などの質

問があったことが報告された。 

事業費に関して厳しい指摘もある。総事業費は土地代を含め57億円程度、そのうち高岡市負担分はイン

フラ整備、県産業高度化センターへの出資金などを合わせ 13億円から 14億円と報告されるなか13)、区画が

売れ残った場合を想定した質問があった。市と地域公団との間に財務処理などの取り決めはあるのか、入居

対象はオフィス等の産業業務施設となっているが、製造業も対象とすることは考えていないのかなどであ

る。これらはすべて否定されたのだが、この時点でその後の展開を予見する議論が交わされていたことがわ

かる14)。 
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表 2-2 高岡オフィスパークの整備経緯 

年月 国 富山県、高岡市 立地年 立地企業 
本社所在

地 

土地取

得 

業種（中分

類） 

1992.2 

  

業務施設立地円滑

化調査の対象とな

る 

          

1992.5 地方拠点都市法成

立 
            

1992.8 経済対策閣僚会

議、公共用地先行

取得 

      

1993.4 

  

富山西部地方拠点

都市地域の指定

（知事） 

          

1994.3 富山西部地方拠点

都市地域基本計画

への同意（国） 

            

1995.6 地域公団により着

工 
            

1997.6 

  

高岡オフィスパー

ク企業立地推進条

例制定 

          

1998.10 完工（9月）、分譲

開始 
            

  

   
1998 県産業高度

化センター他

支援企業 

高岡市 貸与

（無償） 

専門サー

ビス業 

      1999 塩谷商事㈱ 高岡市 分譲 不動産業 

  
    

2001 ㈱ウイン・

ディー 

神奈川県

綾瀬市 

分譲 製造業 

1999.1 独立行政法人通則

法制定 
  

          

2000.12 

  

市企業立地推進条

例、助成対象をテ

ナントに拡大検討

表明（市議会） 

          

2001.1 独立行政法人通則

法施行 
  

          

2001.6 特殊法人等改革基

本法制定 
  

          

内閣に特殊法人等

改革推進本部設置 
  

          

2001.8 特殊法人等の個別

事業見直しの考え

方（行政改革推進

事務局） 
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年月 国 富山県、高岡市 立地年 立地企業 
本社所在

地 

土地取

得 

業種（中分

類） 

  
    

2002 東洋通信工

業㈱  

高岡市 分譲 建設業 

2002.10 特殊法人等の廃

止・民営化等及び

独立行政法人の設

立等に当たっての

基本方針について

（特殊法人等改革

推進本部決定） 

  

          

2004.2 

  

高岡市企業誘致推

進懇話会で対象業

種の拡大、区画の

分割、賃貸方式の

導入の方向 

          

2004.7 地域公団廃止、中

小企業基盤整備機

構、都市再生機構

へ事業継承。対象

業種の拡大、価格

引き下げ 

  

          

2005.11 

  

高岡市産業集積促

進条例制定（高岡

オフィスパーク企

業立地推進条例の

廃止・統合）、工場

も誘致対象へ 

          

  
    

2005 （社福）高岡

南福祉会 

高岡市 分譲 医療・福祉 

      2006 ㈱オーバル   高岡市 分譲 建設業 

  
    

2007 ㈱エイ・テッ

ク 

高岡市 分譲 専門技術・

サービス 

      2007 ㈲ME三蔵 高岡市 分譲 建設業 

  
    

2007 M社（会社名

非公表） 

  分譲   

2009.6 

 

高岡市・砺波市が

ICに関して覚書締

結（費用負担割合

高岡市9：砺波市

1） 

          

2009.7 

 

第 1回地区協議会

において高岡砺波

スマート ICに係わ

る事業内容を公表 

          

  

    

2010 文化シャッ

ター高岡販

売㈱    

高岡市 分譲 建設業 
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年月 国 富山県、高岡市 立地年 立地企業 
本社所在

地 

土地取

得 

業種（中分

類） 

  
    

2010 カンケンテク

ノ㈱  

京都府長

岡京市 

分譲 建設業 

  
    

2011 ファンドリー

サポート㈱           

高岡市 分譲 卸売業 

  
    

2011 ㈱ウイン・

ディー（増設） 

神奈川県

綾瀬市 

分譲 製造業 

  
  

（2013-14年）企業

誘致強化期間 

2013 アルハイテッ

ク㈱    

高岡市 賃貸 製造業 

2014.3 中小企業機構産業

用地業務から撤退 

高岡市へ事業継

承、併せて販売価

格の見直し 

          

  

    

2014 （社福）高岡

南福祉会（増

設） 

高岡市 分譲 医療・福祉 

      2014 ㈱能作  高岡市 分譲 製造業 

2015.3 北陸新幹線新高岡

駅開業 
  

          

2015.3 高岡砺波スマート

IC供用開始 
  

          

    
  

2015 キョーリンリ

メディオ㈱  

石川県金

沢市 

分譲 製造業 

  
    

2015 エステック㈱ 福井県坂

井市 

分譲 製造業 

  
    

2015 イシグロ㈱    東京都中

央区 

分譲 卸売業 

2015.6 用地完売             

出所：高岡市産業企画課資料等を基に作成 
注：立地年は用地取得時期で記載 

    
 

2.2 事業開始後 

国においては早い時期から分散型オフィスの構想をもっていたが、根拠法の制定を受けて知事が地域を

指定し、市町村が計画を策定したのは 1990年代半ばになってからであった。市において企業誘致の見通し

を議論しなければならない時期には、分散型オフィスの必要性を調査した時点から時間差が生じており、事

業性に疑問がもたれていたことがわかった。以下では、事業開始後に生じた地域公団を取り巻く環境を把握

し、さらにその動きが波及した地方自治体の動向をみておきたい。 

 

2.2.1 国の動向 

高岡オフィスパークの事業主体となった地域公団を取り巻く環境は、大きく変化しようとしていた。2000

年前後から進められていた行政改革の一環として、2001年 1月に独立行政法人通則法が施行され独立行政

法人制度が設立されると、廃止や移管を含めそれまでの特殊法人について厳しい目が向けられるようになっ

た。 

地域公団の成り立ちは、かつて国策として実施された産炭開発の終了に伴う地域振興を目的とした組織

に遡る。1962 年に設立された産炭地域振興事業団から、工業再配置・産炭地域振興公団、地域公団へと、
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経済・社会環境の変化に対応して組織の目的を変更させて存続してきた。しかし、産炭地域に整備した用地

の分譲が進まないことについて、2000 年に会計検査院の指摘事項になったのをはじめとして15)、地方にお

ける土地開発整備事業について実績が問われていた。 

2001年 6月には特殊法人等改革基本法が施行され、内閣に総理大臣を本部長とする特殊法人等改革推進

本部が設置される。2002年10月には同本部により「特殊法人等の廃止・民営化等及び独立行政法人の設立

等に当たっての基本方針について」が決定された。このなかで「廃止するとともに、事業の徹底した見直し

を行った上で、残る事業を新独立行政法人に承継又は移管」される 42機関が挙げられ、地域公団もこの対

象になった16)。 

この間、2001年 8月には行政改革推進事務局から「特殊法人等の個別事業見直しの考え方」が公表され、

個別の法人について事務局案とともに所管省庁の考え方が公表され、すり合わせが行われた17)。所管省庁と

の間に温度差がみられるものの、2004年 7月、地域公団は廃止され、独立行政法人中小企業基盤整備機構

（以下、中小企業機構）と独立行政法人都市再生機構に継承された。産業業務用地の分譲に係わる業務は

前者に移管された（中小企業基盤整備機構法附則第 5条）。同時に 10年後、2013年度内をもっての産業用

地分譲業務等の終了も決定された（同施行令附則第 2条第 1項及び第 5条第 1項）。 

これに対応して、中小企業機構では最大42％に及ぶ価格の引き下げや分譲条件の緩和など、販売方法・

対象の大幅な見直しを含めて分譲活動を加速させた18)。国の決定により事業の清算が最優先事項になり、個

別の事業にあった目的等は後退した。最終年度に地方自治体等への一括譲渡を通じて、2014年 3月に産業

用地業務から手を引くこととなった19)。 

 

2.2.2 地方自治体の動向 

分譲開始前から用地の売却に不透明感が漂うなか、1998 年 10 月に分譲が開始された。産業高度化セン

ターをはじめ、県や市の産業支援施設は開所したものの、民間企業への用地売却は進まない。1999年に市

内の建設会社がテナントビル建設のために用地を取得したのを含め、2000年までの分譲実績は3件に留まっ

た。2000年12月の市議会では進まない販売状況を受けて、市の助成制度の対象を用地取得に限定せず、賃

貸を含める方向で検討したいという答弁があった20)。販売開始から2年のうちに企業誘致のハードルを下げ

ることの必要性が議論される状況にあった。 

事業の実施対象となった高岡市において政策の転換を求める圧力が高まる一方で、先にみたように地域

公団を取り巻く環境は大きく変化しており、事業の清算に向けた交渉が水面下で進められた。この間、近い

将来の市への移管を視野に企業誘致体制の強化を図った。企業誘致推進本部を拡充、2002年に市にゆかり

のある 3名を高岡市企業誘致推進委員に、商工会議所から 2 名を参与として任命し、企業立地に係わる情

報を収集するとともに、戦略について検討した。 

2004年 2月には、委員らによる高岡市企業誘致推進懇話会が開催された。14区画中、支援施設の開所と

企業 3社の活用が進む一方、10区画 77,000㎡が未分譲という状況の下、入居対象業種の拡大、区画の分割

やリース方式の導入といった方向性が示された。入居対象分野・業種として、対個人サービス業、医療・福

祉施設、教育・農業関連産業、製造業が挙げられた。 

国においては、中小企業機構への業務継承を契機に販売条件の大きな変更があったが、2005年 11月には

高岡市においても、高岡市産業集積促進条例を制定（高岡オフィスパーク企業立地推進条例の廃止・統合）、

工場も誘致対象とするなど、懇話会の方針を具体化する方向で政策が変更された。 
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表 2-3 高岡市企業誘致推進懇話会による企業誘致戦略 

１．入居対象業種

の拡大 

対個人サービス業 コンビニエンスストア、レストラン等 

医療・福祉施設 病院やクリニック、リハビリテーション施設、介護福祉施

設、給食センター等 

教育・農業関連産業 各種専門学校や学習塾、カルチャースクール等 

製造業 「業態」により入居対象とする 

2.企業ニーズに

あった多様な分譲

方式の導入 

・小規模区画を希望する企業への対応 

パーク内の最大区画約 18,700㎡を 9区画に分譲整備 

・立地形態の多様化に対応 

リース方式の導入について前向きに対応 

出所：高岡市産業企画課資料より作成 

 

国の状況をみると、中小企業機構への移管以降分譲にはずみがつく。2005年、特別養護老人ホームを運

営する社会福祉法人が立地を決定したのをはじめ、2007年までに 5社が用地を取得した。 

この後、さらに用地の売却を進める要因となる環境変化があった。北陸自動車道における高岡砺波 ICの

開設計画である。2009年 6月、高岡市、砺波市が ICに関して費用負担の覚書を締結、翌月、第 1回地区協

議会で計画内容が公開されると、設置場所がオフィスパークに近接していたことから、用地への需要が一挙

に高まった。高岡オフィスパークも 2013年度内に市に一括譲渡されことになるが、その時点までにさらに

5社の立地が決定した。 

この間、移管に向けた協議は水面下で行われ、その経緯は非公開となっている。高岡市への聞き取り調査

では「破格の価格」で公社会計を通じて市が購入することになったという21)。債務が帳消しになった状態で

市は事業を継承したことになり、販売価格を大きく見直すことが可能になった。この結果、さらに売却には

ずみがつき 5 社の立地が進んだ。このなかには、先に立地した老人ホームの増設や市内の銅製品製造業の

観光工場も含まれる。 

最終的に、本社所在地が東京都の企業は 1 社で、本社の移転ではなく北陸営業所として活用している。

神奈川県の企業は 1 社（増設あり）で製造関連の企業であった。他は北陸地方等の企業が数社あったが、

高岡市内の企業がほとんどという結果になった。当初の計画とは大きく異なる形に変容したことになるが、

2015年 6月に分譲は終了した。 

 

３．政策実施論からの分析 

 

ここまでの経緯から、東京圏における過密解消のためのオフィス分散、地域産業の高度化や若者に魅力あ

る産業の誘致といった当初の目的が雲散し、用地の売却を最優先する方向に政策が変容していったことが

わかる。産業業務施設の立地に拘らないという目的の変容をみたあと、用地の分譲は進んでいった。 

冒頭で政策の変更と変容の区別について、法律の改廃、計画の変更など政策を担保する制度の変更と区

別することとした。高岡オフィスパークが異業種団地となった主因である分譲対象の変更は、特殊法人の整

理という法律の改廃を契機として進んだことがわかった。一方で、地域レベルでは、個別事業における目的

の適否に関する議論はなかったことが明らかになった。この点で、政策の変更ではなく、タイトルに掲げた

ように、変容という用語の方が適切に実態を表していると言える。以下、冒頭に挙げた枠組みに基づいて、
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政策を変容させた要因を制度因子、非制度因子の順に分析した。 

 

3.1 制度因子 

先に政策の実施に影響を与える因子をみたが、本件の実施に係わったのはどのようなものだったのだろう

か。サバティエは、前提として問題の扱いやすさを挙げ、その問題に対応するための有効な技術理論と技術

の利用可能性を挙げていた。マクロ・インプリメンテーションは、実施過程を連邦政府と州・地方政府、政

策に関係する利益集団や顧客集団が展開する相互作用の過程として捉えるもので、その過程を階層構造と

いうより相互に包摂しあう協調的な関係としていた。ここでは根拠法に基づいて適切な制度設計がなされて

いるかどうかと組織間関係を中心に検討したい。 

 

3.1.1 制度設計 

東京圏における過密という問題を解決するために地方に本社機能を移転させ、地方の振興にもつなげる

というアイディアは一見悪くはない。オフィス・アルカディアは、地方における工業団地整備を進め、これ

を受け皿にして工場等の再配置を行う産業立地政策の系統に位置づけられていた。製造業の移転、増設に

成功した手法をオフィスの立地にも継承したものだった。 

しかし、これが政策の技術理論であるとすれば、法律の制定時にすでに破綻があった。先に、勤務者の自

宅との位置関係がオフィス立地を制約する大きな要因となることなどが、プラクティカルな検討項目である

とされていたことを指摘したが、こうした議論はほかにもあった。企業本社の立地メカニズムを明らかに

し、他の企業本社とのコミュニケーションコストとオフィス賃貸料を主因子としつつ、オフィス賃貸料の高

騰というデメリットが発生しても移転に伴う費用を加えたコスト差が一定レベルを超えなければ移転は発

生しないなどの知見を示したうえで、大都市における過度の供給規制やオフィスへの不均一課税により発

生する問題を挙げ、移転に係わる公的補助の効果が限定的であることが論じられていた（水鳥川1991: 237）。

産業立地政策の立案に係わる実務家であったこの論者によれば、むしろ国土におけるコミュニケーションコ

ストの低下や大都市圏内における分散が現実的な方策（同上: 239-41）であるとされた。 

これらの技術理論はどのように制度設計に生かされていたのだろうか。制度のなかに政策目的とそれに対

応した政策手段が用意されているかどうか（Sabatier1986: 23）、という点について確認するために根拠法

の名称に立ち返りたい。地方拠点都市法と略されることが多く、ここまでそれに順じてきたが、正確には

「地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律」であり、「地方拠点都市地域の

整備」と「産業業務施設の再配置の促進」という二つが名称に組み込まれている。 

しかし、制度設計としては前者に手厚いようにみえる。政策のスキームとしては、公共事業の重点実施等

のほか、地方行財政上の特例としてハードの整備に高率（85-90％）の地方債の充当やその元利償還金につ

いての交付税措置（30-55%）などがあった22)。公共事業には地域公団の業務の特例による特定再開発事業等

が含まれる。 

一方で、移転する企業に対するものをみると、過度集積促進地域（東京 23区）から拠点地区への産業業

務施設の移転に対して買換え特例等がある。支店や特定の部門の立地ではなく、土地を売却して移転した場

合を想定した優遇策だった。地方拠点都市法第 35条に基づくものであったが、2001年度末で廃止された。

その時点までの利用実績はなかった(勝田 2000)。区内の土地を売却しての移転は企業にとってハードルの

高いものだと思われる。当時から、地方における受け皿整備とともに都市部に立地する企業に対して移転を

方向付ける、追い出し税のようなものを誘導策として用意することの必要性が言われていたが、そうした施

策は実現しなかった。結果として、基盤整備に傾倒した政策は実績を上げることがなかった。 



政策の変容（勝田）　

－ 13 － 13

 

政策が上手く実施される条件として明確かつ持続的な目的が挙げられていた（Ibid. : 23）。反面、政策

の目的と行政の行動との間に不一致をもたらす可能性の要因には、決定の意図の曖昧さがある（以下、

Berman1978: 15）。曖昧さとは、複数の目的が反映されそれが多くの場合矛盾しており、手段についての具

体性が欠如していることを指す。実施の際にどのような問題が生じるとしても、法律を制定する際の政治プ

ロセスにおいて曖昧さは避けられないものである一方、実施機関の側からは自由度があることを望ましく思

われている。 

地方拠点都市法にはこの曖昧さがつきまとっていた。政策の意図を明確にするのであれば、技術的には法

律名に特定の都市を冠して対象地域を明確にし、重点投資することも可能であった。同法では地方拠点都

市地域の要件を定めるものの、その地域数など具体的な運用について定めているわけではない。施行されて

間もない 1993年時点で指定数が 32に上っていた。その後 85にまで増加したのは先にみたとおりである。

地方都市を活性化させる狙いはともかく、東京圏への一極集中を是正することが目的であれば、東京に変わ

りうる拠点都市を指定し、実効ある分散策を推進することが必要とする論調は当時からあった（大西1993）。

しかし、指定数をみれば、産業業務施設の移転の受け皿となるような地方都市の建設が現実的でないことが

自明である。このことは一方で、特定の都市への集中投資を避けることを期待する地方の側にとって望まし

いものであった。 

実際、高岡市が東京圏からの本社機能の移転の実現可能性を、現実のものと考えていたかどうかには疑問

が残る。1993年に実施した業務施設立地円滑化調査では、東京圏などの企業に対して高岡市への移転可能
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性を探るアンケート調査を行ったが、先にみたように、この対象には県内企業 300 社を含めていた。地域

指定が行われる前から東京圏以外の企業の立地を想定していたことがわかる。 

国の掲げた目標の一方で、このような対応は理解しがたいようにもみえる。この政策に高岡市は何を望ん

でいたのだろうか。市では本事業が立ち上がる以前から、オフィス・アルカディアの整備地区となった市域

の郊外に、北陸自動車道の ICの設置を要望していた23)。ICの新設は 1990年度に策定された総合計画に記

載され、市では商工会議所とともに北陸自動車道高岡IC設置調査研究委員会を設置し、検討を行っていた。

しかし、1991年、建設省（当時）、県、道路公団（当時）から、能越自動車道の整備を進めるなかで 2か所

の ICを高岡市内に設置予定であり、既に県内に小杉 IC、砺波 ICがあるなか、北陸自動車道のICを新たに

市内に設ける理由付けが難しいとされた。一方で、既設の 2 つと合わせて 3 つの合計利用量を増大させる

ような開発事業が必要であるむねの指摘もあった。このような状況の下で、市には ICの設置につながる市

郊外における開発事業に対する期待があった。 

オフィス・アルカディアの整備候補地は 3 か所あった。産業業務施設の集積を図るのであれば、一定の

企業集積と都市集積がある中心市街地を選定することが妥当だったはずだ。しかし、選定されたのは開発余

力のある郊外だった。 

これらのことから、根拠法で地方拠点都市地域の整備と産業業務施設の再配置と並立された二つのうち、

市の期待は前者にあったと考えられる。オフィス・アルカディアは市郊外の開発ポテンシャルを高める IC

開設の呼び水として期待されていた。根拠法の制度設計や目的に残る曖昧さのなかで、市は独自の思惑を描

いており、政策の変容につながる素地となっていた。 

 

3.1.2 組織間関係 

 先にみたように、政策変容の要因には空間的（地理的）要因もある。サバティエの整理によれば、実施機

関及び実施機関相互との階層的な統合があれば変容は避けられるかもしれない。とはいえ、空間的変容の適

否はおいても、地方自治体独自のニーズに対応するという観点から、多くの場合、中央政府があらかじめ想

定し許容してきたものだった（真山 1994: 50）。 

国と地方自治体の関係を見直す圧力は諸点からあり、これは 2000年前後に進められた地方分権改革のな

かで制度化された。地方拠点都市法のスキームは地方分権の議論が進んでいた時期につくられたが、主務大

臣の基本方針の下で都道府県知事が地方拠点都市地域を指定し、市町村で共同して計画を立て知事に同意

を求めるもので、地方分権の要素を先取りしていた。それまでの産業立地政策が、国が計画を立てて地域を

指定し重点的な公共投資を進めるものであったのと、発想と形式は大きく異なっていた。 

国との関係において言えば、階層的な統合関係はその意図を徹底させ変容を避ける方向に向けるはずだ。

反対に、地方自治体が権限をもち自ら計画を立てることによって、空間的な変容は進むことになる。実際は

どうだったのだろうか。 

ここまで、制度設計に曖昧さが残るなかで地方自治体が独自の政策効果を期待していた状況についてみ

てきた。高岡市を中心都市とする富山県西部地方拠点都市地域による計画は市が立てたものであったが、主

要な事業は、国がメニューとして用意したオフィス・アルカディアであった。高岡市は法律が制定される以

前から情報を把握し、同事業への採択を目指していた24)。何を主要事業とするかという点について主体的な

判断はあるものの、事業の推進に関して地域公団の資金力や企業誘致のノウハウに期待するところが大き

かった。地域公団の事業への採択を通じて、国と地方自治体の間に階層的な統合関係があったと言える。こ

のため、オフィス・アルカディアを地域のポテンシャルに応じた製造業の立地基盤にするなどの選択余地は

最初から無く、変容は特殊法人の廃止という国の制度変更を待たなければならなかった。 
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一方で、マクロ・インプリメンテーションは実施過程を組織間の相互作用としてみるが、地域公団の廃止

は用地分譲の累積的な不振という問題がアウトプットとして認識され、この結果が国を動かしたと言え、市

の積極的な関与ではないが相互作用が確認される。 

実施過程における変容は一概に否定されるものでもなく、政策管理機能によって環境条件の変化に対応

することこそが重要であるとするものもある（真山 1994: 64）。用地の分譲が進んだことは地域にとって歓

迎すべきことだったのかもしれないが、地域公団から中小企業機構、高岡市へと事業主体が移管され、政策

管理機能をもつはずの主体が一貫しなかったなかで、政策の目的の確認や、手法についての議論や評価がな

いままに進められたことを指摘しておきたい。 

 

3.2 非制度因子 

実施に影響を与える非制度的変数としてまず挙げられたのが、社会経済状況とテクノロジーであった

（Sabatier1986: 24）。時間の経過は政治、経済、社会、行政の諸条件に変化を生み出す（以下、真山 1994: 

50-51）。時間の経過に伴い政策によって解決すべき課題の量と内容が変化することもあるし、科学技術の発

達によって政策手段が多様化することもある。根拠となる制度変更の手続きが容易ではないため、時間によ

る社会経済状況の変化は政策実施過程のなかで対応されることになる。 

だが、本ケースにおいて経済環境の変化は予測が難しいものだったのだろうか。決定そのものの適否を探

るため、オフィス需要に係わる正式な統計が無いなか地価動向をみてみたい。根拠法における過度集積地域

とされた東京 23区の地価公示価格（商業地）を、実数ベースであるが用地が完売した翌年の 2016年を終

点として遡る。 

 

法律が制定された1992年の公示価格は 819万円/㎡であり、その時点までの 30年程の間で、最高水準を

つけた前年から 4.9ポイント下落していた。今日からみれば依然と高い水準にあったものの（2023年でも

312 万円／㎡）、これをバブル崩壊とみる認識が既にあった。8 月に経済対策閣僚会議から総合経済対策が

打ち出され、1兆5500億円の公共用地先行取得が打ち出された。このほかに、8兆 6000円規模の公共投資

等を確保する方針だった。 

こうしてみると、法律の制定時点でその後さらに続く地価下落と長期にわたる経済の低迷は予測できな

かったとしても、経済対策として土地を活用した公共事業を実施するという大前提があったことがわかる 25)。 

地域公団により事業が着工された 1995 年の公示価格は 300 万円／㎡となっており、下落傾向は明らか

だった。東京圏の地価高騰によりオフィスワーカーの生産活動に支障が出るという状況ではなくなってい
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た。実際、この時期、オフィス・アルカディア事業を断念する自治体も出ていた26)。 

国が経済対策として事業を実施したい意向があったとしても、高岡市に回避するという選択肢がなかっ

たわけではない。先に空間的な変容が起こらなかった要因を、地域公団と市との間の階層的な統合関係に

よって説明した。だが、地域公団の事業を希望するかどうかについて、辞退も含めて市に判断の余地はあっ

た。この判断の主体が事業主体である地域公団なのか、事業を要望した市にあるのか、という点について

は、まさに相互に包括しあう協調的な関係、あるいはゆるやかな結合（Berman1978: 11）といった関係性が

観察できる。経済対策を期待された地域公団にも、ICの開設に係わる開発事業に関心がある市にも事業か

らの撤退という誘因はなく、事業は計画通り継続されることとなった。 

その後、時間の経過に伴う地価の下落と経済環境の悪化は公知のものであるが、決定的に分譲環境を悪

化させ事業への支持を失わせるものとなった。産業業務施設の受け皿整備という当初の目的に立ち返るこ

とへの支持は市民にも議員の間にもなくなり、導入業種等の拡大や分譲方式の変更という政策の変容を決

定づけた。 

 

４．本稿の含意 

 

ここまで地方拠点都市法に基づく、東京圏からの産業業務施設の地方分散の受け皿整備という政策がど

のように変容していったのか、政策実施論の観点から富山県高岡市における高岡オフィスパークの整備経

緯をケースとして検討した。長期に渡る政策の帰趨を対象とし、政策実施過程をマクロ・インプリメンテー

ションとして捉え、組織間関係とともに、時間的要因、社会経済的な環境、法制度の構造に焦点を当てた構

造的・長期的要因を明らかにした。分析にあたっては、先行研究において 10-20 年を越えた期間にわたる

政策の変化、変容を検討するための概念枠組みを構築する際に、政策実施過程に影響を与える因子として

析出されたものを活用した。制度設計、組織間関係といった制度因子、社会経済状況といった非制度因子で

ある。 

事業の経緯を国と地方自治体の双方から整理した。オフィス・アルカディアに係わる構想は 1990年前後

からあったが、市において企業誘致の見通しを議論しなければならない時期には、事業性に疑問がもたれる

状況にあった。分譲開始後まもなく事業主体である地域公団には廃止の方向性が示された。中小企業機構

への移管を経て、高岡オフィスパークは市への一括譲渡の対象となった。移管や譲渡を契機に対象業種や分

譲方式の見直しが行われた結果、用地は完売した。一方、根拠法制定時の目的は雲散し、用地の売却を最優

先する方向に政策が変容していった経緯が明らかになった。 

政策実施論からみると、政策変容の誘因となったのは次の要素である。根拠法に掲げられた地方拠点都市

地域の整備と産業業務施設の再配置の促進という二つの要素のうち前者に偏った制度設計が行われていた

こと、根拠法自体の目的も曖昧であったことである。実施対象となる市では地域事情に基づいた個別の期待

をもっていた。分権は理論的には空間的な変容を誘引するが、本ケースでは地域公団の事業への採択を通じ

て階層的な統合関係の下にあり、この点では変容につながらなかった。決定時において地域公団の事業を辞

退する選択肢が市にはあったが誘因はなく、相互に包括しあう協調的な関係、あるいはゆるやかな結合と

いった関係性のなかで、東京圏からの産業業務施設の移転が現実のものでなくなった時点でも、政策は計画

のまま継続された。地域公団の廃止は、用地分譲の累積的な不振という問題がアウトプットとして認識され

た結果が国を動かしたと言える。この決定によって誘致対象業種等の変更が進んだが、個別事業について政

策の目的の確認や手法についての議論や評価がないままに進められたことを指摘した。 

長期にわたる経緯の検討を通じて、国の特殊法人制度の改革が地方自治体にもたらした影響が明らかに
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なった。地域における分譲活動の停滞というアウトプットが特殊法人改革につながったという相互関係の一

端も示した。また、東京圏の過密の解消をうたいつつ、停滞する地方都市に対する投資の誘導に偏重した制

度設計や、根拠法そのものの目的の曖昧さが、変容につながる構造的な要因となっていることを明らかにし

た。社会環境の変化に対応するために変容は許容されるとするものもあるが、本ケースでは国と地方自治体

が相互に依存する関係の一方で、管理機能を果たすべき主体がなかったことを指摘した。 

最後になるが、地域公団が実施したオフィス・アルカディア事業全体としては、地方自治体への移管を経

てなお、2025年 1月末時点に未分譲用地が残されている地域がある。国が立案した政策がそれぞれの地域

でどのような空間的変容を遂げたのか明らかにすることは、当時の産業立地政策の適否を探る上で重要な

作業になろう。 

 

 

 

注） 

 
1) 行政文書・報告書、議会議事録において年代は通常元号で表記されているが、行論上、西暦に統一した。 
2) 武田 2011: 107-122。 
3) 地域公団 1996等。 
4) 俯瞰的視野に立った分析の意義について、Hood1976、Berman1978、真山 1994: 37、西岡 2017: 27、
Hall2017: pp. 438-439。 
5) 真山 1991: 212、真山 1994: 36、髙橋 2021: 20等。 
6) 髙橋 2024: 60-62では、実施論を概観するなかで、日本の実施研究はリプスキーの影響を受けたボトムアップ

的な観点が重視されてきたとしつつ、近年の、中央地方関係に係わる研究、社会との関係性や俯瞰的に視野をお

く研究、決定に近いものなど、トップダウン的な研究を整理している。 
7) Sabatier1986: 39、Weible Ed. 2023: 130-158, et al. 
8) 武田 2011: 第 2章、一般財団法人日本立地センター2014: はじめに。 
9) 武田 2011: 115、財団法人日本立地センター1992、日本サテライトオフィス協会1993、国土庁の動向としては

国土庁計画・調整局1989。 
10) 「一部の地方拠点都市地域では、その中に産業業務施設を特に集積させるべき地域として「オフィス・アル

カディア」をつくり、東京からの移転企業を誘致するものであり、各省庁でのこれらの問題に対する従来の取り

組みの集大成としてその効果に期待が集まっている」財団法人日本立地センター1992: 12。 
11) 高岡市議会議事録 定例会総括質問 1995年 12月 14日。 
12) 以下、高岡市議会議事録 定例会 1997年 6月 25日。 
13) ほかの機関の負担としては、富山県は主に高度化センターへの出資金で約6億円、地域公団が約37億円とさ

れた。 
14) 売れ残ることは想定しておらず、完売するつもりで努力している。売れ残った場合の公団との覚書などの取

り決めはない。また将来も、製造業を入居対象とすることは考えていないなどの答弁が記録されている。 
15) 2000年度決算報告 会計検査院 https://report.jbaudit.go.jp/org/h12/2000-h12-0578-0.htm 
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16) 内閣官房行政改革推進本部事務局 政府の行政改革 

https://www.gyoukaku.go.jp/jimukyoku/tokusyu/h14housin/index.html 
17) 同上 https://www.gyoukaku.go.jp/jimukyoku/tokusyu/kangae/koudan10.html 
18) 中小企業機構第1期中期目標期間 事業報告書: 116等。中小企業機構平成16年度事業報告書: 17。 
19) 22の地方公共団体または土地開発公社に、23団地 350haを譲渡して業務は終了した。中小企業機構第2期中

期目標期間 事業報告書: 113。 
20) 高岡市議会議事録、2000年 12月 8日。なお答弁のなかでこの時期までに「情報関連企業などが13社進出」

とあったが、テナントビルへの進出企業を含む実績である。 
21) 2023年 8月28日、産業振興部産業企画課。なお、特殊法人等の改廃に伴う運営施設の資産評価や払下げを含

めた処理上の問題は、グリーンピア、かんぽの宿等について可視化されている。本ケースも同様の問題をはらむ

ものと思料するが、ここで立ち入ることはしない。 
22) 芳山 1992、国土交通省国土整備局地方振興課。なお、地方債の特例は2001年度末で廃止された。 
23) 以下、IC設置に係わる経緯は高岡市資料から。 
24) 1992年 4月2日工業労政課「新産業文化拠点（オフィス・アルカディア）の整備について」。 
25) 朝日新聞 2000年 12月 7日では、バブル崩壊の影響がまだ深刻に受け止められていない状況の下で、対策の

規模を膨らませるために財政投融資が活用され、地域公団のオフィス・アルカディア事業もこのために活用され

ていたと説明する。 
26) 勝田 2000では1998年 11月における福島県会津若松市のオフィス・アルカディア事業の凍結に至る経緯を

分析した。これ以前にも1994年 3月には大分県中津市による中津オフィス・アルカディア構想の白紙撤回が報

じられていた（朝日新聞1994年 3月 2日）。 
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